
〈国会事故調報告書〉 

「事故対応の最前線となる中央制御室は、機能性と居住性

が最も高い場所でなければならない。精神的、肉体的に過

酷な環境の下、限られた人数の運転員が長時間にわたって

中央制御室にとどまり、事故対応を行わなければならない

ためである。」        『国会事故調報告書』149 ページから抜粋  

「国会による継続監視が必要な事項―免震重要棟の整備」 
『国会事故調報告書』597 ページから抜粋

 （福島）県原子力対策監を務める角山茂章会津大教育研究

特別顧問は、日本原子力学会の会議で大熊町のオフサイト

センターが原発事故で機能しなかった事例を挙げ「免震重

要棟がなかったら東日本は崩壊していたのではないか」と

緊急時の脆弱さを批判した。 
2015 年 3 月 28 日『福島民報』論説（原子力政策 この道でいいのか）から抜粋 

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）レンティッホ事務総長 
2016 年 2 月 24 日共同通信インタビュー

「極度の自然災害に耐え、過酷事故であっても、緊急対

応する適切な要員や設備を展開できる強固な拠点を建設

することは重要だ。」「福島第一原発では免震重要棟が地

震や津波で破壊されず、事故に対応する施設となった。

事故から学んだ大きな教訓の一つだ。」
2016 年 2 月 26 日『東京新聞』 
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（2014 年） 

「現在のプルトニウム処理アプロー

チは、コストの上昇と財政難のために

負担しきれないかもしれない(may be 

unaffordable)。」
米国 2014 年会計年度予算案「FY2014 BUDGET OF THE U.S. GOVERNMENT」 
p.90 から引用

（2015 年） 

「オバマ政権は 2015 年度予算案編成

の中で、建設中のＭＯＸ燃料製造施設

（MFFF）および関連施設を“凍結状態

（Cold Standby）”とし、他のプルト

ニウムオプションを検討するように

要請した。」 
「平成 26 年度発電用原子炉等利用環境調査報告書（米国における原子力政策に関する動向調査）」

から引用
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ジョセフ・ナイ氏等超党派 14 名の学者・研究者が署名 

「日本は六ヶ所の大型再処理工場の運転をまさに始

めようとしています。米国のＭＯＸプログラムを中止

し、それにより、プルトニウムには経済的価値がない

と明確に示すことは、運転開始の決定を延期するよう

に日本を説得する上で、米国をずっと有利な立場に置

くことになります。」 

2015 年 9 月 8 日 モニツ米エネルギー省長官への公開書簡

ジョン・ホルドレン米大統領補佐官（科学技術担当） 

「日本はすでに相当量のプルトニウム備蓄があ

り、これ以上増えないことが望ましい。」 

「分離済みプルトニウムは核兵器に使うことが

でき、我々の基本的考え方は世界における再処理

は多いよりは少ない方がよいというものだ。」 

2015 年 10 月 12 日『朝日新聞』
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